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別紙

○ 農地防災事業等補助金交付要綱(昭和31年8月30日付け31農地第4122号農林事務次官依命通知)新旧対照表
（下線の部分は改正部分）

改 正 後 現 行

第１ 農林水産大臣は、農地及び農業用施設に係る農地防災事業等に要する経費に対し、予 第１ 農林水産大臣は、農地及び農業用施設に係る農地防災事業等に要する経費に対し、予

算の範囲内において、都道府県に補助金を交付するものとし、その交付に関しては、土 算の範囲内において、都道府県に補助金を交付するものとし、その交付に関しては、土

地改良法（昭和24年法律第195号）、地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）、土地 地改良法（昭和24年法律第195号）、地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）、土地

改良法施行令（昭和24年政令第295号）、地すべり等防止法施行令（昭和33年政令第112 改良法施行令（昭和24年政令第295号）、地すべり等防止法施行令（昭和33年政令第112

号）、農業用施設災害関連事業の実施について（昭和40年９月10日付け40農地Ｄ第1129 号）、農業用施設災害関連事業の実施について（昭和40年９月10日付け40農地Ｄ第1129

号農林事務次官依命通知）、ため池災害関連特別対策事業実施要綱（昭和61年４月４日 号農林事務次官依命通知）、ため池災害関連特別対策事業実施要綱（昭和61年４月４日

付け61構改Ｄ第272号農林水産事務次官依命通知）、特殊地下壕対策事業実施要綱（平 付け61構改Ｄ第272号農林水産事務次官依命通知）、特殊地下壕対策事業実施要綱（平

成９年４月１日付け９構改Ｄ第264号農林水産事務次官依命通知）、農地災害関連区画 成９年４月１日付け９構改Ｄ第264号農林水産事務次官依命通知）、農地災害関連区画

整備事業実施要綱（平成元年５月29日付け元構改Ｄ第347号農林水産事務次官依命通 整備事業実施要綱（平成元年５月29日付け元構改Ｄ第347号農林水産事務次官依命通

知）、農地保全に係る地すべり等防止施設補修事業実施要綱（昭和60年４月５日付け60 知）、農地保全に係る地すべり等防止施設補修事業実施要綱（昭和60年４月５日付け60

構改Ｄ第395号農林水産事務次官依命通知）、海岸及び地すべり防止施設災害関連事業 構改Ｄ第395号農林水産事務次官依命通知）、海岸及び地すべり防止施設災害関連事業

実施要綱（昭和40年９月10日付け40農地Ｄ第1139号農林事務次官依命通知）、災害関連 実施要綱（昭和40年９月10日付け40農地Ｄ第1139号農林事務次官依命通知）、災害関連

農村生活環境施設復旧事業実施要綱（平成２年６月７日付け２構改Ｄ第239号農林水産 農村生活環境施設復旧事業実施要綱（平成２年６月７日付け２構改Ｄ第239号農林水産

事務次官依命通知）、東日本大震災に対処するための災害復旧関連事業実施要綱（平成 事務次官依命通知）、東日本大震災に対処するための災害復旧関連事業実施要綱（平成

23年５月２日付け23農振第374号農林水産事務次官依命通知）、農村地域防災減災事業 23年５月２日付け23農振第374号農林水産事務次官依命通知）、農村地域防災減災事業

実施要綱（平成25年２月26日付け24農振第2114号農林水産事務次官依命通知）、福島農 実施要綱（平成25年２月26日付け24農振第2114号農林水産事務次官依命通知）、福島農

業基盤復旧再生計画調査実施要綱（平成26年３月28日付け25農振第1987号農林水産事務 業基盤復旧再生計画調査実施要綱（平成26年３月28日付け25農振第1987号農林水産事務

次官依命通知）、福島農業基盤復旧再生計画調査実施要領（平成25年２月26日付け24農 次官依命通知）、福島農業基盤復旧再生計画調査実施要領（平成25年２月26日付け24農

振第2154号農林水産省農村振興局長通知）、土地改良施設突発事故復旧事業（補助）実 振第2154号農林水産省農村振興局長通知）、土地改良施設突発事故復旧事業（補助）実

施要綱（平成30年３月30日付け29農振第2308号農林水産事務次官依命通知）、補助金等 施要綱（平成30年３月30日付け29農振第2308号農林水産事務次官依命通知）、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」と に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」と

いう。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第 いう。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第

255号。以下「適正化法施行令」という。）、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭 255号。以下「適正化法施行令」という。）、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭

和31年農林省令第18号。以下「交付規則」という。）、予算科目に係る補助金等の交付 和31年農林省令第18号。以下「交付規則」という。）、予算科目に係る補助金等の交付

に関する事務について平成12年度の予算に係る補助金等の交付に関するものから地方農 に関する事務について平成12年度予算に係る補助金等の交付に関するものから地方農政

政局長に委任した件（平成12年６月23日農林水産省告示第899号）、予算科目に係る補 局長に委任した件（平成12年６月23日農林水産省告示第899号）、予算科目に係る補助

助金等の交付に関する事務について平成12年度の予算に係る補助金等の交付に関するも 金等の交付に関する事務について平成12年度予算に係る補助金等の交付に関するものか

のから沖縄総合事務局長に委任した件（平成12年６月23日農林水産省告示第900号）及 ら沖縄総合事務局長に委任した件（平成12年６月23日農林水産省告示第900号）及び予

び予算科目に係る補助金等の交付に関する事務について平成13年度の予算に係る補助金 算科目に係る補助金等の交付に関する事務について平成13年度予算に係る補助金等の交

等の交付に関するものから北海道開発局長に委任した件（平成13年４月13日農林水産省 付に関するものから北海道開発局長に委任した件（平成13年４月13日農林水産省告示第

告示第538号）の定めによるほか、この要綱の定めるところによる。 538号）の定めによるほか、この要綱の定めるところによる。

第２～第15 （略） 第２～第15 （略）

別 紙 別 紙

別表（第２及び第８関係） 別表（第２及び第８関係）
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事 業 事業細目 補 助 率 事 業 事業細目 補 助 率

(1),(2) （略） （略） (1),(2) （略） （略）

(3) 災害関連農村生活 集落排水施設復旧 （略） (3) 災害関連農村生活 集落排水施設復旧 （略）

環境施設復旧事業 工事 環境施設復旧事業 工事

営農飲雑用水施設 (1) (2)の補助率が適用される場合以外の場 営農飲雑用水施設 工事費の50/100

復旧工事 合にあっては、工事費の50/100 復旧工事

農村公園施設復旧 (2) 特別財政援助法第２条第１項の規定によ 農村公園施設復旧

工事 り激甚災害として指定され、かつ激甚災害 工事

集落防災安全施設 に係る営農飲雑用水施設、農村公園施設、 集落防災安全施設

復旧工事 集落防災安全施設及び情報基盤施設に該当 復旧工事

情報基盤施設復旧 する施設の災害復旧事業費の合計（災害関 情報基盤施設復旧

工事 連農村生活環境施設復旧事業実施要綱（平 工事

成２年２構改Ｄ第239号）第７に基づき採

択通知された事業費をいう。以下「営農飲

雑用水施設等復旧事業費」という。）が6,

000万円以上、又は当該激甚災害を受けた

市町村の当該年度（災害が発生した年の４

月１日の属する会計年度をいう。以下同

じ。）の標準税収入(公共土木施設災害復

旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97

号）第２条第４項に規定する標準税収入を

いう。以下同じ。)の10％以上（激甚災害

に係る営農飲雑用水施設等復旧事業費が当

該激甚災害を受けた市町村の当該年度の標

準税収入の５％以上10％未満である場合に

あっては、当該激甚災害が発生した日まで

の過去３年間のうちに発生したすべての激

甚災害に係る営農飲雑用水施設等復旧事業

費の合計を３で除した額が当該市町村の当

該年度の標準税収入の10％以上）である場

合にあっては、工事費の80/100

なお、市町村の合併の特例等に関する法

律(平成16年法律第59号)第２条第２項に規

定する合併市町村に係る補助率(2)の適用

については、同法第19条の規定の例によ

る。

(4)～(7) （略） （略） (4)～(7) （略） （略）

(8) 農村地域防災減災 (8) 農村地域防災減災
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事業 事業

ア 調査計画事業 調査計画事業 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害 ア 調査計画事業 調査計画事業 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害

が予想される地区におけるため池防災対策情 が予想される地区におけるため池防災対策情

報整備に係る調査計画事業で、令和２年度ま 報整備に係る調査計画事業で、平成32年度ま

でに採択する場合にあっては定額補助） でに採択する場合にあっては定額補助）

イ 整備事業 イ 整備事業

(ｱ) 用排水施設等 ａ 防災ダム整備 工事費の55/100。実施計画策定等においては (ｱ) 用排水施設等 ａ 防災ダム整備 工事費の55/100。実施計画策定等においては

整備 事業 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害 整備 事業 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害

が予想される地区における施設に係るもので が予想される地区における施設に係るもので

あって、令和２年度までに採択する場合にあ あって、平成32年度までに採択する場合にあ

っては定額補助） っては定額補助）

ｂ ため池整備事 ｂ ため池整備事

業 業

(a) (b) （略） (a) (b) （略）

(c) 実施計画策 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害 (c) 実施計画策 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害

定等 が予想される地区における施設に係るもので 定等 が予想される地区における施設に係るもので

あって、令和２年度までに採択する場合にあ あって、平成32年度までに採択する場合にあ

っては定額補助） っては定額補助）

ｃ 用排水施設等 ｃ 用排水施設等

整備事業 整備事業

(a)～(d) （略） (a)～(d) （略）

(e) 実施計画 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害 (e) 実施計画 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害

策定等 が予想される地区における施設に係るもので 策定等 が予想される地区における施設に係るもので

あって、令和２年度までに採択する場合にあ あって、平成32年度までに採択する場合にあ

っては定額補助） っては定額補助）

ｄ 農地保全整備 ｄ 農地保全整備

事業 事業

(a)～(d) （略） (a)～(d) （略）

(e) 実施計画 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害 (e) 実施計画 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害

策定 が予想される地区における施設に係るもので 策定 が予想される地区における施設に係るもので

あって、令和２年度までに採択する場合にあ あって、平成32年度までに採択する場合にあ

っては定額補助） っては定額補助）
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e 地域防災機能 e 地域防災機能

増 増

進事業 進事業

(a)～(c) （略） (a)～(c) （略）

(d) 実施計画 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害 (d) 実施計画 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害

策定等 が予想される地区における施設に係るもので 策定等 が予想される地区における施設に係るもので

あって、令和２年度までに採択する場合にあ あって、平成32年度までに採択する場合にあ

っては定額補助） っては定額補助）

ｆ 農業用河川工 ｆ 農業用河川工

作物等応急対策 作物等応急対策

事業 事業

(a)、(b) （略） (a)、(b) （略）

(c) 実施計画 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害 (c) 実施計画 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害

策定等 が予想される地区における施設に係るもので 策定等 が予想される地区における施設に係るもので

あって、令和２年度までに採択する場合にあ あって、平成32年度までに採択する場合にあ

っては定額補助） っては定額補助）

ｇ 特定農業用管 工事費の50/100（中山間地域にあっては、 ｇ 特定農業用管 工事費の50/100（中山間地域にあっては、

水路等特別対策 55/100）。実施計画策定等においては調査・ 水路等特別対策 55/100）。実施計画策定等においては調査・

事業 調整費の 50/100（ただし、二次災害が予想 事業 調整費の 50/100（ただし、二次災害が予想

される地区における施設に係るものであっ される地区における施設に係るものであっ

て、令和２年度までに採択する場合にあって て、平成32年度までに採択する場合にあって

は定額補助） は定額補助）

ｈ 水質保全対策 ｈ 水質保全対策

事業 事業

(a)～(d) （略） (a)～(d) （略）

(e) 実施計画 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害 (e) 実施計画 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害

策定 が予想される地区における施設に係るもので 策定 が予想される地区における施設に係るもので

あって、令和２年度までに採択する場合にあ あって、平成32年度までに採択する場合にあ

っては定額補助） っては定額補助）

ｉ 公害防除特別 ｉ 公害防除特別

土地改良事業 土地改良事業
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(a)～(c) （略） (a)～(c) （略）

(d) 実施計画 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害 (d) 実施計画 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害

策定 が予想される地区における施設に係るもので 策定 が予想される地区における施設に係るもので

あって、令和２年度までに採択する場合にあ あって、平成32年度までに採択する場合にあ

っては定額補助） っては定額補助）

ｊ 地すべり対策 （略） ｊ 地すべり対策 （略）

事業 事業

(ｲ) 災害管理施設 ａ （略） （略） (ｲ) 災害管理施設 ａ （略） （略）

等整備 等整備

ｂ 農村防災施設 （略） ｂ 農村防災施設 （略）

整備事業 整備事業

(略) （略） (略) （略）

実施計画策定等 実施計画策定等においては調査・調整費の 実施計画策定等 実施計画策定等においては調査・調整費の

50/100（ただし、二次災害が予想される地区 50/100（ただし、二次災害が予想される地区

における施設に係るものであって、令和２年 における施設に係るものであって、平成32年

度までに採択する場合にあっては定額補助） 度までに採択する場合にあっては定額補助）

ｃ 農業水利施設 工事費の50/100（中山間地域にあっては ｃ 農業水利施設 工事費の50/100（中山間地域にあっては

危機管理対策事 55/100）（ただし、農業水利施設への転落 危機管理対策事 55/100）

業 等による被害の防止を図るための安全施設の 業

整備に係るものであって、令和元年度補正予

算（第１号）により実施する場合にあっては

定額補助）

ウ 体制整備事業 ウ 体制整備事業

(ｱ) ため池緊急防 ａ ため池緊急防 (ｱ) ため池緊急防 ａ ため池緊急防

災環境整備事業 災環境整備事業 災環境整備事業 災環境整備事業

(a) 監視・管 定額補助（ただし、二次災害が予想される地 (a) 監視・管 定額補助（ただし、二次災害が予想される地

理体制の強 区における施設に係るものであって、令和２ 理体制の強 区における施設に係るものであって、平成32

化 年度までに採択する場合に限る。） 化 年度までに採択する場合に限る。）

(b) 緊急的な 定額補助（ただし、二次災害が予想される地 (b) 緊急的な 定額補助（ただし、二次災害が予想される地

防災対策 区における施設に係るものであって、令和２ 防災対策 区における施設に係るものであって、平成32

年度までに採択する場合に限る。） 年度までに採択する場合に限る。）

(c) 地域防災 定額補助 (c) 地域防災 定額補助

上のリスク 上のリスク
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除去 除去

(d) ハード整 （略） (d) ハード整 （略）

備の着手促 備の着手促

進 進

(e) 実施計画 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害 (e) 実施計画 調査・調整費の 50/100（ただし、二次災害

策定 が予想される地区における施設に係るもので 策定 が予想される地区における施設に係るもので

あって、令和２年度までに採択する場合にあ あって、平成32年度までに採択する場合にあ

っては定額補助） っては定額補助）

(ｲ) ため池群管理 （略） （略） (ｲ) ため池群管理 （略） （略）

体制整備事業 体制整備事業

(9),(10) （略） (9),(10) （略）

別記様式第１号（第３関係） 別記様式第１号（第３関係）

年度○○事業費補助金交付申請書 平成 年度○○事業費補助金交付申請書

番 号 番 号

年 月 日 年 月 日

○ ○ 農 政 局 長 殿 ○ ○ 農 政 局 長 殿

北海道にあっては、農 林 水 産 大 臣 北海道にあっては、農 林 水 産 大 臣

（別表（第２及び第８関係）の事業の欄に （別表（第２及び第８関係）の事業の欄に

掲げる(8)及び(10)の事業については国土 掲げる(8)及び(10)の事業については国土

交通省北海道開発局長 経由） 交通省北海道開発局長 経由）

沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長 沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長

都道府県知事 都道府県知事

氏 名 印 氏 名 印

年度において、下記のとおり○○事業を実施したいので、農地防災事業等補助金交 平成 年度において、下記のとおり○○事業を実施したいので、農地防災事業等補助金交

付要綱第３の規定に基づき補助金 円の交付を申請する。 付要綱第３の規定に基づき補助金 円の交付を申請する。

記 記



- 7 -

１ 事 業 の 目 的 １ 事 業 の 目 的

２ 収 支 予 算 書 （別紙第１のとおり） ２ 収 支 予 算 書 （別紙第１のとおり）

３ 経費の配分及び事業計画の概要 （別紙第２のとおり） ３ 経費の配分及び事業計画の概要 （別紙第２のとおり）

４ 事 業 の 完 了 予 定 年 月 日 ４ 事 業 の 完 了 予 定 平成 年 月 日

５ 添 付 書 類 都道府県の補助金交付規程又は要綱 ５ 添 付 書 類 都道府県の補助金交付規程又は要綱

（注）１ この申請書は、直接補助事業及び間接補助事業ごとに区分して、それぞれ作成す （注）１ この申請書は、直接補助事業及び間接補助事業ごとに区分して、それぞれ作成す

ること。 ること。

２ 補助金交付規程等は、団体営事業にのみ添付すること。 ２ 補助金交付規程等は、団体営事業にのみ添付すること。

別紙第１ 別紙第１

収 支 予 算 書 収 支 予 算 書

区 分 事業費 国庫補助金 国 庫 都道府県 市町村費 土地改良 備考 区 分 事業費 国庫補助金 国 庫 都道府県 市町村費 土地改良 備考

補助率 費 区等費 補助率 費 区等費

円 円 ％ 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円

都道府県営事業 都道府県営事業

工 事 費 工 事 費

△△△地区 △△△地区

◇◇◇地区 ◇◇◇地区

☆☆☆地区 ☆☆☆地区

計 計

団体営事業 団体営事業

工事費 工事費

計 計

予算議決（又は予算議決予定） 年 月 日 予算議決（又は予算議決予定） 平成 年 月 日

別紙第２ （略） 別紙第２ （略）

別記様式第２号（第６関係） 別記様式第２号（第６関係）

年度○○事業費補助金変更承認申請書 平成 年度○○事業費補助金変更承認申請書

番 号 番 号

年 月 日 年 月 日

○ ○ 農 政 局 長 殿 ○ ○ 農 政 局 長 殿

北海道にあっては、農 林 水 産 大 臣 北海道にあっては、農 林 水 産 大 臣

（別表（第２及び第８関係）の事業の欄に （別表（第２及び第８関係）の事業の欄に

掲げる(8)及び(10)の事業については国土 掲げる(8)及び(10)の事業については国土

交通省北海道開発局長 経由） 交通省北海道開発局長 経由）
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沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長 沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長

都道府県知事 都道府県知事

氏 名 印 氏 名 印

年 月 日付け第 号で補助金の交付決定通知があった事業の実施につい 平成 年 月 日付け第 号で補助金の交付決定通知があった事業の実施につい

て、別紙理由書に記載した理由により、経費の配分及び事業計画の概要を変更し［金 て、別紙理由書に記載した理由により、経費の配分及び事業計画の概要を変更し［金

円の追加交付（減額承認）を受け］たいので、農地防災事業等補助金交付要綱第６の規定に 円の追加交付（減額承認）を受け］たいので、農地防災事業等補助金交付要綱第６の規定に

基づき関係書類を添えて申請する。 基づき関係書類を添えて申請する。

（注）１ 金額の変更のない変更申請の場合は、［ ］の部分を除く。 （注）１ 金額の変更のない変更申請の場合は、［ ］の部分を除く。

２ 関係書類とは、この要綱の別記様式第１号の別紙第１及び別紙第２の様式に準 ２ 関係書類とは、この要綱の別記様式第１号の別紙第１及び別紙第２の様式に準

じ、変更前の経費の配分及び事業計画の概要と変更後の経費の配分及び事業計画の じ、変更前の経費の配分及び事業計画の概要と変更後の経費の配分及び事業計画の

概要を比較対照できるよう変更に係る部分についてのみ変更前を括弧書で上段に記 概要を比較対照できるよう変更に係る部分についてのみ変更前を括弧書で上段に記

載したものとすること。 載したものとすること。

３ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合にあっては、「事業変更承認申請 ３ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合にあっては、「事業変更承認申請

書」を「事業中止（廃止）承認申請書」と、「経費の配分及び事業計画の概要を変 書」を「事業中止（廃止）承認申請書」と、「経費の配分及び事業計画の概要を変

更し[金 円の追加交付（減額承認）を受け]たい」を「中止（廃止）したい」と置 更し[金 円の追加交付（減額承認）を受け]たい」を「中止（廃止）したい」と置

き換えること。 き換えること。

別記様式第３号（第11関係） 別記様式第３号（第11関係）

年度○○事業費補助金遂行状況報告書 平成 年度○○事業費補助金遂行状況報告書

番 号 番 号

年 月 日 年 月 日

○ ○ 農 政 局 長 殿 ○ ○ 農 政 局 長 殿

北海道にあっては、農 林 水 産 大 臣 北海道にあっては、農 林 水 産 大 臣

（別表（第２及び第８関係）の事業の欄に （別表（第２及び第８関係）の事業の欄に

掲げる(8)の事業については国土交通省 掲げる(8)の事業については国土交通省

北海道開発局長 経由） 北海道開発局長 経由）

沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長 沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長

都道府県知事 都道府県知事

氏 名 印 氏 名 印

年 月 日付け第 号で補助金の交付決定通知があった標記事業の遂行状 平成 年 月 日付け第 号で補助金の交付決定通知があった標記事業の遂行状

況について、下記のとおり報告する。 況について、下記のとおり報告する。

記 記

１ 事 業 遂 行 状 況 （別紙第３のとおり） １ 事 業 遂 行 状 況 （別紙第３のとおり）

２ 事 業 着 手 年 月 日 ２ 事 業 着 手 年 月 日
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３ 事 業 完 了 予 定 年 月 日 ３ 事 業 完 了 予 定 年 月 日

別紙第３ （略） 別紙第３ （略）

別記様式第４号（第12関係） 別記様式第４号（第12関係）

年度○○事業費補助金実績報告書 平成 年度○○事業費補助金実績報告書

番 号 番 号

年 月 日 年 月 日

○ ○ 農 政 局 長 殿 ○ ○ 農 政 局 長 殿

北海道にあっては、農 林 水 産 大 臣 北海道にあっては、農 林 水 産 大 臣

（別表（第２及び第８関係）の事業の欄に （別表（第２及び第８関係）の事業の欄に

掲げる(8)及び(10)の事業については国土 掲げる(8)及び(10)の事業については国土

交通省北海道開発局長 経由） 交通省北海道開発局長 経由）

沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長 沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長

都道府県知事 都道府県知事

氏 名 印 氏 名 印

年 月 日付け第 号で補助金の交付決定通知のあったことについて、下 平成 年 月 日付け第 号で補助金の交付決定通知のあったことについて、下

記のとおり事業を実施したので、農地防災事業等補助金交付要綱第12の規定に基づき報告す 記のとおり事業を実施したので、農地防災事業等補助金交付要綱第12の規定に基づき報告す

る。 る。

(なお、併せて精算額 円の交付を申請する。） (なお、併せて精算額 円の交付を申請する。）

記 記

１ 事 業 の 目 的 １ 事 業 の 目 的

２ 収 支 精 算 （別紙第４及び第５のとおり） ２ 収 支 精 算 （別紙第４及び第５のとおり）

３ 補助事業の成果 （別紙第２、第６及び第７のとおり） ３ 補助事業の成果 （別紙第２、第６及び第７のとおり）

４ 事業の完了年月日 年 月 日 ４ 事業の完了年月日 平成 年 月 日

（注）１ 前年度から繰越した分にあっては、繰越分として、別に作成の上、提出する。 （注）１ 前年度から繰越した分にあっては、繰越分として、別に作成の上、提出する。

２ 記の３の事業の成果は申請書と実績報告の経費の配分及び事業計画の概要が ２ 記の３の事業の成果は申請書と実績報告の経費の配分及び事業計画の概要が

比較対照できるよう、申請額を（ ）書で二段書にすること。なお、間接補助 比較対照できるよう、申請額を（ ）書で二段書にすること。なお、間接補助

事業者に対し間接補助金を交付している場合にあっては、記の２の備考欄に、 事業者に対し間接補助金を交付している場合にあっては、記の２の備考欄に、

間接補助金の交付を完了した年月日を記載すること。 間接補助金の交付を完了した年月日を記載すること。

３ 添付書類については、各事業費の根拠となる支払経費ごとの内訳を記載した ３ 添付書類については、各事業費の根拠となる支払経費ごとの内訳を記載した

資料、帳簿の写し又は補助金調書の写しのいずれかを添付すること。 資料、帳簿の写し又は補助金調書の写しのいずれかを添付すること。

また、このほか、補助金交付申請書又は変更承認申請書に添付したものから また、このほか、補助金交付申請書又は変更承認申請書に添付したものから

変更があったものについては、必要書類を添付すること。 変更があったものについては、必要書類を添付すること。

別紙第４～第７ （略） 別紙第４～第７ （略）
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別記様式第５号（第12関係） 別記様式第５号（第12関係）

年度○○事業費補助金の消費税仕入控除税額報告書 平成 年度○○事業費補助金の消費税仕入控除税額報告書

番 号 番 号

年 月 日 年 月 日

○ ○ 農 政 局 長 殿 ○ ○ 農 政 局 長 殿

北海道にあっては、農 林 水 産 大 臣 北海道にあっては、農 林 水 産 大 臣

沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長 沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長

都道府県知事 都道府県知事

氏 名 印 氏 名 印

年 月 日付け第 号により交付決定通知があった○○○○事業費補助金 平成 年 月 日付け第 号により交付決定通知があった○○○○事業費補助金

について、農地防災事業等補助金交付要綱第12第３項の規定に基づき、下記のとおり報告す について、農地防災事業等補助金交付要綱第12第３項の規定に基づき、下記のとおり報告す

る。 る。

記 記

１ 適正化法第15条の補助金の額の確定額 金 円 １ 適正化法第15条の補助金の額の確定額 金 円

（ 年 月 日付け第 号による額の確定通知額） （平成 年 月 日付け第 号による額の確定通知額）

２ 補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額 金 円 ２ 補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額 金 円

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額 ３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額

金 円 金 円

４ 補助金返還相当額（３－２） 金 円 ４ 補助金返還相当額（３－２） 金 円

（注）市町村別、事業実施主体別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。 （注）市町村別、事業実施主体別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。

また、記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 また、記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。

なお、事業実施主体が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付 なお、事業実施主体が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付

すること。 すること。

・消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの） ・消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）

・付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し ・付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し

・３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認できる資 ・３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認できる資

料も併せて提出すること） 料も併せて提出すること）

・事業実施主体が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合、同項に規定する ・事業実施主体が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合、同項に規定する

特定収入の割合を確認できる資料 特定収入の割合を確認できる資料

５ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載 ５ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載

［ ］ ［ ］

（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時 （注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時

期も記載すること。 期も記載すること。

６ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額がない場合、その理由を記載 ６ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額がない場合、その理由を記載

［ ］ ［ ］
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（注）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 （注）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。

なお、事業実施主体が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添 なお、事業実施主体が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添

付すること。 付すること。

・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の ・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の

場合は所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算 場合は所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算

書等、売上高を確認できる資料 書等、売上高を確認できる資料

・新たに設立された法人であって、かつ免税事業者の場合は、設定日、事業年度、 ・新たに設立された法人であって、かつ免税事業者の場合は、設定日、事業年度、

事業開始日、事業開始日における資本金又は出資金の金額が証明できる書類な 事業開始日、事業開始日における資本金又は出資金の金額が証明できる書類な

ど、免税事業者であることを確認できる資料 ど、免税事業者であることを確認できる資料

・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税 ・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税

確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの） 確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）

・事業実施主体が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定 ・事業実施主体が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定

する特定収入の割合を確認できる資料 する特定収入の割合を確認できる資料

別記様式第６号 （略） 別記様式第６号 （略）

附 則

１ この通知は、令和２年１月30日から施行する。ただし、別表（第２及び第８関係）の事業の欄に掲げる(3)の事業の営農飲雑用水施設復旧工事、農村公園施設復旧工事、集落防災安全施

設復旧工事及び情報基盤施設復旧工事の補助率(2)は、令和元年以降に発生した災害について適用する。

２ 農地防災事業等補助金交付要綱の一部改正について（令和２年１月30日付け元農振第2576号農林水産事務次官依命通知）による改正前の規定により実施することとされている事業につい

ては、なお従前の例による。


